
福岡県テレワーク推進企業移住体験等促進事業補助金交付要綱（案） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、テレワークを推進する企業・団体（一般社団法人等の法人格

を有するもの又は複数の企業による共同体をいい、官公庁及び公企業を除く。以

下同じ。）が、本県との連携を図りながら行う、テレワークを活用した移住体

験・ワーケーションの取組もしくは県内市町村の地域課題の解決に繋げる取組に

対し、予算の範囲内で財政的な援助を行うことにより、本県への移住促進又は地

域課題の解決に繋げることを目的とする。 

２ 福岡県テレワーク推進企業移住体験等促進事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付については、福岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５

号）の規定によるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると 

 ころによる。 

（１）テレワーク 

  情報通信技術等を活用し、時間場所を有効に活用できる柔軟な働き方をいう。 

（２）ワーケーション 

  テレワークを活用し、普段の職場とは異なる場所で働くとともに、地域交流体 

 験等のその地域ならではの活動を行うことをいう。 

（３）移住体験 

  福岡県外に在住する者が、短期間、福岡県内の市町村で暮らすとともに、移住 

 相談や移住者との交流等を行うことで福岡県での生活を実感する体験をいう。 

（４）地域課題の解決に繋げることを目的としたマッチング事業 

  地域課題をもつ市町村とその課題に知見をもつ県外の企業・団体をマッチング

し、企業・団体が当該市町村を訪問して、地域課題の解決に繋げる取組を行うこ

とに加えて、関係人口の創出等を目指す事業をいう。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金は、次条に定める補助対象事業者の従業員又は役員（以下「従業員

等」という。）を対象としたテレワークを活用した移住体験又はワーケーション

の事業もしくは地域課題の解決に繋げることを目的としたマッチング事業に対し

て交付する。 

 

（補助対象事業者） 

第４条 補助対象事業者は、次の各号をいずれも満たす企業・団体とする。 

（１）福岡県でのテレワークを活用した移住体験又はワーケーションの取組の推進

に関する協定を本県と締結した企業・団体及び福岡県が実施する地域課題の解決

に繋げることを目的とした事業でマッチングした市町村を訪問する企業・団体

（前年度に福岡県が実施した同様の事業に参加しマッチングした市町村を訪問す

る企業・団体も含む。） 

（２）県外に本部を置く法人であること 

（３）国税及び地方税に未納がないこと 



（４）破産、清算、民事再生手続き開始又は会社更生手続き開始の申し立てがなさ  

れていないこと 

（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２  

２号）第２条第１項に規定する風俗営業又は同法第２条第５項に規定する性風

俗関連特殊営業に該当する事業を行っている事業者でないこと 

（６）暴力団員が事業主又は役員となっている事業者でないこと 

（７）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者でないこと 

 

（補助対象経費等） 

第５条 補助金の補助対象経費、補助率及び補助上限額は、別表のとおりとし、補

助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、端数を切り捨てるものとする。 

２ 国又は県、その他自治体が交付する他の補助金・助成金等の交付対象となった

又は交付対象となる見込みの経費は補助の対象としない。 

 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、補助

事業を実施する前に、交付申請書（様式第１号）及び事業実施計画書（様式第２

号）に必要な書類を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 申請者は、補助金の額の算定に当たり、消費税及び地方消費税に係る仕入控除 

 税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法 

 （昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除で 

 きる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に 

 よる地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額をいう。）を減額しなければな 

 らない。 

 

（交付決定等） 

第７条 知事は、前条に規定する交付申請書の提出があった場合は、当該申請に関 

 する書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助金を交付すべき 

 と認めるときは、補助金の交付決定を行い、通知するものとする。 

 

（補助事業の変更等） 

第８条 補助事業者は、次の各号に掲げる軽微な変更を除き、補助事業の変更又は

廃止を行う場合には変更申請書（様式第３号）により知事の承認を受けなければ

ならない。ただし、事業実施計画書における活動場所及び行程表における実施内

容の変更が経費の変更のみであり、変更後においても事業目的が達成できると認

められる場合は、この限りでない。 

（１）補助金額の２割以内の減額 

（２）経費区分を超える流用で、各区分の経費の２割以内の増減 

（３）補助事業の目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更 

 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業の完了後１か月以内又は３月１４日までのいずれ

か早い日までに、実績報告書（様式第４号）を知事に提出しなければならない。 

 



（額の確定等） 

第１０条 知事は、前条の報告を受けたときは、実績報告書等の書類の審査及び必 

 要に応じて行う現地調査等により、当該報告に係る補助事業の実施結果が補助金 

 の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべ 

 き補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の規定により補助金の額を確定した場合において既にその額を超え 

 る補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるものと 

 する。 

３ 前項の補助金の返還の期限は、当該返還の命令がなされた日から起算して２０日 

 以内とし、期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に対して、その未納に係 

 る期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（補助金の支払い） 

第１１条 補助金は前条に規定する交付すべき補助金の額を確定した後に支払うも

のとする。ただし、必要があると認められる経費については、概算払をすることが

できる。 

２ 補助金の交付を概算払により受けようとするときは、前項の規定に関わらず、概

算払請求書（第５号様式）によるものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１２条 知事は、補助事業者が本要綱に違反した場合、不正の手段により補助金 

 の交付決定を受けた場合、又は第３条各号のいずれかに該当しないことが判明し 

 た場合には、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金 

 の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

（補助金の経理等） 

第１３条 補助事業者は、補助事業に係る経理等について、常にその収支を明確に 

 した証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日が属する年 

 度の終了後５年間保存しなければならない。 

２ 補助事業者は、知事からの求めがあった場合は、補助事業の内容を開示しなけ 

 ればならない。 

３ 知事は、補助事業者が提出した申請書類及び証拠書類の内容に関し疑義が生じ

た場合、国又はその他関係者等に対し、その内容について照会を行うことができ

るものとする。 

 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は知事が 

 別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度から令和７年度までの補助

金について適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行し、改正後の福岡県テレワーク推進企業移



住体験促進事業補助金交付要綱の規定は、令和６年度から令和７年度までの補助金に

ついて適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年９月２５日から施行し、改正後の福岡県テレワーク推進企業

移住体験促進事業補助金交付要綱の規定は、令和６年９月２５日から令和７年度まで

の補助事業について適用する。 
附 則 

 この要綱は、令和７年８月２５日から施行し、改正後の福岡県テレワーク推進企業

移住体験促進事業補助金交付要綱の規定は、令和７年８月２５日から令和７年度まで

の補助事業について適用する。 
附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行し、改正後の福岡県テレワーク推進企業移

住体験等促進事業補助金交付要綱の規定は、令和８年４月１日から令和１０年度まで

の補助事業について適用する。 
 

【別表】 
補助対象経費 内容（※１） 補助率 補助上限額 
交通費 
（旅費等） 

・従業員等の国内の居住地又は所属事 
業所から県内の滞在場所・用務地（活動

場所）までの往復交通費（鉄道、航空機

等の公共交通機関運賃、自動車等利用時

の燃料費、運送費、タクシー代をいう。）

（※２） 
・レンタカー使用料（県内の移動に関する

ものに限る） 

〇行程に過疎地域

をはじめとした

条件不利地域で

の活動（※３）が

含まれている場

合 

 

 補助対象経費の

合計額の 2/3 以内 

 

 

〇上記以外の場合 

 

補助対象経費の

合計額の 1/2 以内 

１企業・団体あ

たり 1,000 千

円 

宿泊費 
（飲食費は除

く。） 
 

・県内のホテル、旅館等の宿泊費 
・宿泊を目的としたマンション等の賃貸料

（敷金、礼金、保証料、仲介手数料等は

除く。） 
・宿泊施設におけるインターネット利用料 
・１人あたり 10 千円/泊を上限とする 

施設利用費 
 

・業務・地域交流等の活動を目的とした施

設等の使用料 
・レンタルオフィス等の利用料 
・業務・地域交流等の活動に伴うインター

ネット利用料 
・施設等の利用に伴う光熱水費 

その他経費 ・従業員等に係る傷害保険料 
※１ 補助事業者が補助事業の経費として直接支払うもの又は補助事業へ参加する従業員等へ

支給するものに限る。 

※２ 補助対象は移住体験・ワーケーションの実施もしくは地域課題の解決に繋げることに必

要と認められるものとし、鉄道のグリーン車、航空機のビジネスクラス利用等は対象外と

する。 

※３ 「過疎地域をはじめとした条件不利地域」とは、過疎地域の持続的発展の支援に関する

特別措置法、山村振興法、離島振興法において規定される条件不利地域をいい、「活動」と

は地域交流・テレワーク勤務等の地域に滞在しての体験・行動をいい、単に交通の経路で

ある場合を除く。 

 

 


